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◆令和３年　第５回臨時会　◎11月15日

◆令和３年　第６回臨時会　◎12月２日

開催された定例議会、臨時議会の審議結果報告

議　件　名 内　　　容
専決処分の報告 旧ＪＲ札沼線線路施設撤去工事

・変更の理由　構造物撤去、防風林伐採等の数量が確定したため
・増　減　額	 △132万円
・変更後の額	 5346万円

ふるさと公園整備事業キャンプ場オートサイト整備工事
・変更の理由　敷地造成土量、電源設備の規格等を変更したため
・増　減　額	 420万２千円
・変更後の額	 6448万２千円

令和３年度新十津川町一般会計補正
予算（第５号）

歳入歳出それぞれ1222万４千円を追加し総額を73億2429万８千円と
する。
【主な内容】
・ゆめりあホールの音響設備（アンプ）６台を更新	 330万円
・コロナワクチン予防接種事業　	 759万８千円

工事請負契約の変更契約の締結 新十津川駅跡地整備事業 文京３号通り・文京２条中通り道路新設工事
・契約の相手方　　株式会社　遠藤組　　代表取締役　那須和人
・変更の内容　　変更前契約金額　4785万円
　　　　　　　　変更後契約金額　4870万８千円
・変更の理由　　基礎材及び路盤材に使用する資材の変更のため

議　件　名 内　　　容
令和３年度新十津川町一般会計補正
予算（第６号）

歳入歳出それぞれ4644万７千円を追加し総額を73億7074万５千円と
する。
【内容】
・18歳以下の子どもがいる世帯へ一人当たり５万円の臨時特別給付金
を支給	 4644万７千円

工事請負契約の変更契約の締結 庁舎建設事業建築主体工事（第２期）
・契約の相手方　　久保田・櫻井特定建設工事共同企業体
・変更の内容　　変更前契約金額　１億2925万円
　　　　　　　　変更後契約金額　１億2423万４千円
・変更の理由　　外構工事の一部を、下記の「外構工事その２」に追加

するため

庁舎建設事業外構工事その２
・契約の相手方　　株式会社　久保田組　　代表取締役　久保田哲也
・変更の内容　　変更前契約金額　6050万円
　　　　　　　　変更後契約金額　6781万５千円
・変更の理由　　上記工事の追加と、舗装路盤工の施工面積を増加する

ため
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◆令和３年　第４回定例会　◎12月15日～17日
議　件　名 内　　　容

新十津川町冬期生活支援事業に関す
る条例の制定

高齢者世帯等（所得制限等の条件あり）に対し、冬期間の暖房費用の一
部を助成し経済的負担の軽減を図ることを目的に条例を制定する。

新十津川町スクールバスの住民利用
に関する条例の制定

スクールバスを地域住民の利用に供することにより、地域住民の交通手
段を図ることを目的に条例を制定する。

新十津川町国民健康保険税条例の一
部改正

全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改
正する法律の施行に伴い、未就学児に係る被保険者均等割額を軽減する。
○全世帯の未就学児に係る均等割額
医療費給付分　　　　（現行）29000円　（改正後）14500円
後期高齢者支援金分　（現行） 7000円　（改正後） 3500円
※７・５・２割軽減の対象者は、改正後額からそれぞれ軽減する。

新十津川町共同賃貸住宅建設促進条
例の一部改正

共同賃貸住宅建設へ助成金を交付する条例の有効期限を５年延長し、令
和９年３月31日とする。

新十津川町住宅耐震化等促進条例の
一部改正

条例の有効期限を５年延長し、令和９年３月31日とする。
耐震化診断への助成金額の上限を４万円から15万円に改定する。また、
住宅解体を町内業者が行う場合の助成金を30万円とし、町外業者が行
う場合は20万円とする。

令和３年度一般会計補正予算（第７
号）

歳入歳出それぞれ360万３千円を追加し、総額を73億7434万８千円と
する。
【主な内容】
・冬期生活支援として高齢者世帯等200世帯に商品券を交付
	 200万円
・令和４年４月からの国民年金手帳新規交付廃止に伴うシステム改修費
	 27万８千円

令和３年度農業集落排水事業特別会
計補正予算（第１号）

歳入歳出それぞれ2800万円を追加し総額を7966万９千円とする。
【内容】
・花月地区農業集落排水処理場の機械及び電気設備の更新
　	 2800万円

燃油等の価格高騰対策及び国の農業
予算や運用変更に関する意見書

燃油価格高騰に連動した各種生産資材の価格高騰対策を講じること、新
規就農者育成総合対策の地方自治体負担の軽減を講じること、直接支払
交付金の運用並びに交付対象の見直しへの慎重な対応を求める。
《提出先》
内閣総理大臣、財務大臣、農林水産大臣

地球温暖化、海水温上昇に伴う水産
漁業被害の解明と支援策を求める意
見書

カーボンニュートラルの実現、被害対策・長期的な水産振興策の策定と
支援、赤潮発生による被害対策と地域支援、コロナ禍による消費減退で
経済的損失を被る水産漁業関連、地域経済への支援を求める。
《提出先》
衆・参議院議長、内閣総理大臣、内閣官房長官、各関係省庁大臣

教育に関する事務の管理及び執行の
状況の点検及び評価の結果に関する
報告

令和２年度の教育委員会活動状況、学校教育・社会教育施策の目標値及
び達成値、評価、施策展開の方向性、次年度の重点的取組の報告
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